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エグゼクティブサマリー



１．エグゼクティブサマリー

（１）連結収益状況

26年12月期 27年12月期 業績予想対比
（※27年11月5日公表分）

金額
（百万円）

構成比
(%)

金額
（百万円）

構成比
(%)

前期比
(%)

金額
（百万円）

予想比
(%)

売上高 12,485 100.0 14,717 100.0 ＋17.9 予想14,500 ＋1.5 

営業利益 2,992 24.0 3,497 23.8 ＋16.9 予想 3,400 ＋2.6

3,028 3,691

3

■27年12月期は、過去最高の売上高と利益を達成。

■売上は、主力の経営コンサルティング事業が前連結会計年度の好調を引続き維持して

おり、前期比17.9％増と増収となる。

■営業利益・経常利益もそれぞれ前期比16.9％増、21.9％増と揃って大幅増益。営業利

益率、経常利益率はいずれも高い水準を維持。

■当期純利益についても、賃貸不動産の売却等により前期比37.3％増となり大幅増益。

経常利益 3,028 24.3 3,691 25.1 ＋21.9 予想 3,550 ＋4.0

当期純利益 1,766 14.2 2,426 16.5 ＋37.3 予想 2,200 ＋10.3



（２）四半期別収益状況
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１．エグゼクティブサマリー

+15.3％+17.1％ +13.1％ +24.0％
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■ 売上高・営業利益・経常利益・当期純利益のすべてにおいて、各四半期とも２桁成長
の結果となり、堅調に実績を伸ばしている。
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２．平成２７年１２月期決算報告

（１）セグメント別経営成績

売上高 営業利益

経営コンサルティング事業

12,593百万円

（構成比：85.6%）

ロジスティクス事業

1,664百万円

（構成比：11.3%）

その他事業

459百万円

（構成比：3.1%）

経営コンサルティング事業

3,335百万円

（構成比：93.5%）

ロジスティクス事業

78百万円

（構成比：2.2%）

その他事業

155百万円

（構成比：4.3%）

※構成比は内部取引
および全社を除いた数値

前期比
＋17.3%

前期比
＋134.6%

前期比

+15.9%
前期比

+14.9%

【営業利益】 26年12月 27年12月

金額（百万円） 金額（百万円） 前期比(%)

経営コンサルティング事業 2,904 3,335 +14.9

ロジスティクス事業 33 78 +134.6

その他事業 94 155 +65.8

（内部取引および全社） （38） （73） ―

合計 2,992 3,497 +16.9

■ 主力の経営コンサルティング事業については、今期も順調に業績を伸ばし、売上高で前期比
15.9％増と好調に推移。

■ ロジスティクス事業を営む船井総研ロジ株式会社も順調に業績を伸ばし、売上高で1,664百万円、
営業利益で78百万円と増収増益の結果となった。

【売上高】 26年12月 27年12月

※外部顧客に対する売上高 金額（百万円） 金額（百万円） 前期比(%)

経営コンサルティング事業 10,862 12,593 +15.9

ロジスティクス事業 1,418 1,664 +17.3

その他事業 204 459 +124.8

―

合計 12,485 14,717 +17.9

（注）平成26年7月1日より、持株会社体制への移行による組織変更のため、従来経営コンサルティング事業に含まれていた全社費用は「内部取引および全社」に含める必要がありますが、
比較可能のために調整を行っております。なお、調整した場合の経営コンサルティング事業の営業利益は、26年12月は3,430百万円（影響額526百万円）となります。
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２．平成２７年１２月期決算報告

（２）経営コンサルティング事業における業績動向

主な業種・テーマ別業績

1,831

1,049
919

535 602 694
488

2,181 
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２６年１～１２月 ２７年１～１２月

＋19.1% ＋12.2% ＋20.5%＋3.4% ＋91.9% ＋22.7%

（百万円）

（百万円）
＋1.0%
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（注）上記数値は、各本部数値を除くグループ別粗々利実績をもとに算出した数値です。（粗々利：売上高から人件費以外の直接原価を控除した金額）

■ 主力部門である住宅・不動産業界向けコンサルティング部門においては、引続き大きく業績を伸

ばす。
■ 次の成長分野と位置づけ注力している医療・介護業界向けコンサルティング部門においては、

最も高い＋91.9％の伸び率を示し、全体の売上高増加に大きく寄与。

■ その他、すべてのコンサルティング部門において、前年度を上回る結果となった。

417 381 371 319 223 289

584
457 391 385 352 307

0
250
500
750

1,000
1,250

戦略系 専門サービス・アウトソーシング 流通・小売 広告・印刷・ソフトウェア 美容・施術・サロン 環境・インフラ・エネルギー関連

（百万円）

＋40.2% ＋57.5%＋20.0% ＋5.2% ＋20.5% ＋6.0%



（２）経営コンサルティング事業における業績動向
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26年1～12月 27年1～12月

（百万円） 業務区分別売上

注）支 援 ＝ 定期的に訪問し、コンサルティングサービスを提供する業務
会 費 ＝ 経営研究会などの会員制度の会費
プロジェクト ＝ 調査、診断やこれらに基づく提案を一定期間でレポートする業務

２．平成２７年１２月期決算報告

■ 全体の約75％を占める支援業務は、引続き好調に推移。

■ 当社の強みであり、重点施策の一つに位置付けている業種別経営研究会の主宰による会費収
入は、34.4％増と大きく増加。

■ 業種別経営研究会への入会をきっかけに支援（月次支援）契約に繋がる流れが、支援の売上増

の一因となり、好循環を実現している。

1,021 959 582
93 119

1,372 966 603
86 272

0

1,000

2,000

3,000

支援 会費 プロジェクト セミナー 商品 その他

＋14.9% ー7.2%＋34.4% ＋0.7% ＋3.6% ＋128.7%
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（３）ロジスティクス事業における業績動向

26年1～12月

27年1～12月

物流コンサルティング業務物流コンサルティング業務 物流オペレーション業務物流オペレーション業務 物流トレーディング業務物流トレーディング業務

業務区分別売上および顧客数の推移 注）物流コンサルティング業務・・・クライアントの物流コスト削減等を目的としたコンサルティングサービス
物流オペレーション業務・・・クライアントの物流業務の運用等を実行するサービス
物流トレーディング業務・・・クライアントの購買コスト削減等を共同購買で具現化するサービス

884

315

1,118

335

26年1～12月

27年1～12月

461 448

26年1～12月

27年1～12月

２．平成２７年１２月期決算報告

73 10198 101

■物流コンサルティング業務 ・・・既存顧客の継続案件の受注が順調に進む。人員採用が計画どおりに進み、大型

プロジェクト・複数プロジェクトを受注することにより売上・利益とも増加。

■物流オペレーション業務 ・・・売上増の主な要因は、既存顧客の深耕が引続き順調に進み、既存顧客継続率

100％を達成したことにある。また、新規顧客の獲得数も増加した。

■物流トレーディング業務 ・・・取引価格下落の影響を受け、売上は微減。顧客数の減少はスポット顧客の調整

によるもので、収益に大きな影響は与えていない。

※グループ内取引を除いた実績。顧客数は、1～12月の延べ社数を示している。

売上
（百万円）

顧客数
（社数）

315 335

118 112

売上
（百万円）

顧客数
（社数）

売上
（百万円）

顧客数
（社数）

9

＋34.0% ±0.0% －5.1%＋26.5% ＋6.3% －2.8%



16,6536,397

419
9,521

3,364

流動資産

有形
固定資産

26年12月末 （単位：百万円）

流動負債

固定負債

純資産

自己資本比率

18,217
6,046

796

11,213

3,246

流動資産

有形
固定資産

（４）連結財務状況 （要約貸借対照表）

27年12月末 （単位：百万円）

流動負債

固定負債

純資産

自己資本比率

２．平成２７年１２月期決算報告

流動資産流動資産 有形
固定資産
有形
固定資産

流動負債流動負債 固定負債固定負債 純資産純資産投資その他
の資産
投資その他
の資産

無形
固定資産
無形
固定資産

3,899

617

投資その他
の資産

無形固定資産

自己資本比率

81.1%
4,082

918

■財務状況については、引き続き高い自己資本比率（81.3％）を維持しており、健全な状態にある。
■有形固定資産の減少は、主に減価償却と賃貸等不動産の売却によるもの。
■固定負債の増加は、主に社債の発行によるもの。

総資産 22,260百万円

投資その他
の資産

無形固定資産

２６年１２月末
からの増減額
２６年１２月末
からの増減額

総資産 20,437百万円

自己資本比率

81.3%
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＋1,691百万円＋1,691百万円 ―351百万円―351百万円 －118百万円－118百万円 ＋377百万円＋377百万円 ＋1,563百万円＋1,563百万円＋182百万円＋182百万円＋300百万円＋300百万円



（単位：百万円）

671

2,008

-1,058

-142

2,889
２６年１２月期

２7年１２月期

営業活動によるC/F

投資活動によるC/F

財務活動によるC/F

（単位：百万円）

H26

H27

H26

H27

H26

H27

（４）連結財務状況 （要約キャッシュフロー）

２．平成２７年１２月期決算報告

平成26年12月 平成27年12月 増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,981 3,616 635

減価償却費 206 175 △ 31

売上債権の減少額 △ 88 △ 298 △ 210

その他の資産の増減（△は増加） △ 17 △ 15 1

その他の負債の増減（△は減少） 396 8 △ 388

その他 122 88 △ 33

小計 3,601 3,574 △ 26

利息及び配当金の受取額 43 39 △ 4

法人税等の支払額 △ 729 △ 1,568 △ 838

その他 △ 25 △ 36 △ 10

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,889 2,008 △ 880

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 350 250 △ 100

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 4,061 △ 1,709 2,352

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 3,702 2,225 △ 1,476

有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 206 △ 253 △ 46
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■営業活動より得られた資金は、2,008百万円となる。主に税金等調整前当期純利益と法人税等の

支払いによるもの。

■投資活動により得られた資金は、主に余剰資金運用によるもの。

■財務活動により使用した資金は、主に配当金の支払、及び自己株式取得によるもの。

7,125

-1,181

5,626

-2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

現金及び現金同等物の期末残高

H26

H27

H27有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 206 △ 253 △ 46

その他 73 158 85

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 142 671 814

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式売却による収入 43 112 69

自己株式取得による支出 0 △ 266 △ 266

配当金の支払額 △ 956 △ 901 55

その他 △ 144 △ 126 18

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,058 △ 1,181 △ 123

現金及び現金同等物の増減額 1,689 1,499 △ 190

現金及び現金同等物の期首残高 3,936 5,626 1,690

現金及び現金同等物の当期末残高 5,626 7,125 1,499



（５）株主還元について（配当）
当初予想 実績

基準日 配当金額 内訳 配当金額 内訳

平成22年12月期 22.0 中間 10.0
期末 12.0 22.0 中間 10.0

期末 12.0

平成23年12月期 23.0 中間 10.0
期末 13.0 24.0 中間 10.0

期末 14.0

平成24年12月期 25.0 中間 10.0
期末 15.0 26.0 中間 10.0

期末 16.0

平成25年12月期 27.0 中間 10.0
期末 17.0 29.0 中間 10.0

期末 19.0

15.0 15.0
18.3

20.0 21.6
24.1

26.6
30.0

36.0

15

20

25

30

35

40

＜年間配当実績＞

２．平成２７年１２月期決算報告

※ H22～H27は割り戻した配当金を記載
（ ）内に実際の配当金を記載

（22）
（24）

（26）

（29）

（32）

（36）

（円）

■当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の最重要課題と認識しております。

■平成28年12月期の配当は、中間15円、期末21円、年間36円を予定しております。
※平成27年12月期と平成28年12月期の予想の配当金が同額になっていますが、平成27年12月期は株式分割

前、平成28年12月期は株式分割後の数字です。（平成28年1月1日に株式を1株につき1.2分割しました）
仮に株式分割を考慮した場合、平成28年12月期は実質6円の増配となります。
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平成26年12月期 31.0 中間 15.0
期末 16.0 32.0 中間 15.0

期末 17.0

平成27年12月期 34.0 中間 15.0
期末 19.0 36.0 中間 15.0

期末 21.0
(予想) ※平成28年1月1日に株式を1.2分割

平成28年12月期 36.0※ 中間 15.0
期末 21.0

0

5

10

15

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
（予想）

（22）



目的目的

株式分割について 株主優待について

目的目的
当社の株式の流動性を高め、投資家の皆
様により投資しやすい環境を整え、投資家
層の拡大を図ることを目的としております。

株主の皆様の日ごろのご支援に感謝する
とともに、株主優待の利便性を向上させる
ことを目的としております。

概要 概要

ＱＵＯカードに変更しました普通株式１株につき1.2株に分割しました

（５）株主還元について（株主分割と優待変更）

２．平成２７年１２月期決算報告
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現行 変更後

①100株以上1,000株未満保有の株主
⇒図書カード500円相当分

②1,000株以上5,000株未満保有の株主
⇒図書カード1,000円相当分

③5,000株以上10,000株未満保有の株主
⇒全国共通ギフト券5,000円相当分

④10,000株以上保有の株主
⇒全国共通ギフト券10,000円相当分

①100株以上1,000株未満保有の株主
⇒QUOカード500円相当分

②1,000株以上5,000株未満保有の株主
⇒QUOカード1,000円相当分

③5,000株以上10,000株未満保有の株主
⇒QUOカード5,000円相当分

④10,000株以上保有の株主
⇒QUOカード10,000円相当分

株式分割前の発行済株式数 30,000,477株

今回の分割により増加する株式数 6,000,095株

株式分割後の発行済株式総数 36,000,572株

株式分割後の発行可能株式総数 130,000,000株

日
程

基準広告日 平成27年12月15日

基準日 平成27年12月31日

効力発生日 平成28年1月1日

平成27年12月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主より実施いたします。

概要 概要



58.70
52.15

71.75 73.74

60

75

90

20%

25%

30%
ＲＯＥ(自己資本利益率)(％)

主要経営指標の推移

（円）

ＥＰＳ(１株当たり当期純利益)(円)

（６）主要指標の推移

２．平成２７年１２月期決算報告

（※1）

17.28

35.45
39.27

52.15

4.4%

8.9% 9.4%

13.1%

10.9%

14.0%

0

15

30

45

0%

5%

10%

15%

H22年実績 H23年実績 H24年実績 H25年実績 H26年実績 H27年実績 H28年（予想）

（※１）平成25年実績における投資有価証券売却益及び法人税等の圧縮効果による影響額（約３９０百万円）を除いた場合の参考数値
（※２）平成28年1月1日に、1:1.2の株式分割を行っており、上記金額はすべて遡及修正後の金額であります
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（※1）

47.16

（※1）

10.5％（※２）



船井総研グループ
中期経営計画（進捗報告）



３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

15,000

※当初計画値は、2014年1月30日開示「2014～2016年度中期経営計画」より

14,71７

＜２０１４～２０１６年度中期経営計画＞
売上１.５倍（１００億円⇒１５０億円）を実現

１年前倒しで売上高は
ほぼ達成、営業利益は達成

（１）船井総研グループ 中期経営計画の進捗状況

■当社グループは、２０１４～２０１６年度の中期経営計画数値である「３ヵ年で売上１.５倍の達成」につ

いては、１年前倒しでほぼ達成することができました。

■中期経営計画の最終年度にあたる本年度は目標値をさらに上方に置き、事業推進してまいります。

目標をさらに
上方に設定

16,300

16

10,065
3,400

13,500

3,100

2013
（実績）

3,497

12,485

2,992

12,000

2,850

2014
（実績）（当初計画）

2015
（実績）（当初計画）

2016
（予想）（当初計画）

2,625

（単位：百万円）

売上高

営業利益

3,900



（２）売上高・営業利益と従業員数・経営研究会会員数との相関性

３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

1.72
1.84

1.60

1.93

1.60

1.80

2.00売上高

営業利益

従業員数

経営研究会総会員数

■当社グループの売上、営業利益は、グループ従業員数と経営研究会会員数に比例するという特

徴があります。この「人財（社員）」と「顧客（会員企業様）」は、当社の重要資産かつ最重要指標と

して位置付け、今後も増やし続けてまいりたいと考えております。

※2011年対比1.6～2.0倍
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2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

1.00

1.20

1.40

2011年 2012年 ※11年比 2013年 ※11年比 2014年 ※11年比 2015年 ※11年比

売上高（百万円） 8,567 9,039 1.06 10,065 1.17 12,485 1.46 14,717 1.72

営業利益（百万円） 1,901 2,255 1.19 2,626 1.38 2,992 1.57 3,497 1.84

従業員数（人） 489 526 1.08 565 1.16 682 1.39 783 1.60

経営研究会総会員数 2,680 3,074 1.15 3,467 1.29 4,213 1.57 5,181 1.93

※2011年の数値を1としたときの数値

※2011年の数値を1とする



（３）顧客：客を繋ぎ、増やす会員化力

３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

10,000

148 148 153 1608,000

経営研究会総会員数

経営研究会数 91%

77% 81% 84% 85% 80%

80%

100%

■当社グループの強みの一つとして、「経営研究会」の展開が挙げられます。会員様同士の業界・
テーマ別の情報交換を活発に行い、ズバリソリューションの研究を行うなど、現在１５３の経営研究
会が主宰され、合計５，１８１名の方々に入会いただいております。

■会員数の拡大と継続率アップは経営全体を牽引します。今後は、２０２０年１万会員の実現を目指
し、さらに経営研究会の充実、発展に取り組んでまいります。

経営研究会数と会員数の推移 経営研究会継続率

2,680
3,074

3,467
4,213

5,181

104

137
148 148 153

0

80

160

0

4,000

8,000

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2020年

65%
77% 81% 80%

20%

40%

60%

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目

※研究会は１年単位の契約になります。継続率は、新規で入会したお客様が
2年目、3年目の更新のタイミングにどれだけ契約更新したかを表します。

＋15%
＋13%

＋22%

＋23%

・ ・ ・
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（４）商品：一番商品を増やす商品開発力（ズバリソリューション）

３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

■当社グループでは、業界の慣習にとらわれず、時流に合った新業態開発を数多く提案しており、
「ズバリソリューション」と名付けております。

■これは今実践すれば、飛躍的な業績向上を狙える各業界における旬のビジネスモデルのことを指
し、市場の成熟や縮小する局面においても、短期間で成長が描けるソリューションです。

■各業種・業界において、この「ズバリソリューション」を開発・提案し続けていることが、当社グループ
の商品力の強みの一つでもあります。

ズバリソリューション具体例

「元気なお年寄り向け地域密着会員型見守りサービス」
※「シニアホームケアビジネス研究会」の122会員企業が事業展開

＜概要＞

＜ズバリソリューションの一例（船井総合研究所ホームページでも紹介）＞

19

リピート力リピート力

会員募集力会員募集力

収益力収益力

見守りサービスで固定客化

固定化した会員に
高粗利オプション
を付加

見守り機器の設置＋固定客化や
ニーズ収集のための定期訪問

ライフサポート
（家事代行サービス 等）

粗利率５０％以上のサービスを付加

リフォーム工事等
購買頻度が低いが、高粗利・高単
価であるリフォームを付加

有料会員
として固定化

＜概要＞
シニア層に向けて、機器設置による「見守り（安否確認）サービス」や、家事代行等を行
う「ライフサポートビジネス」はそれぞれの分野で事業者は存在していた。ただし、これら
を複合し、さらにリフォーム工事等、高付加価値サービスを生み出すビジネスは存在し
ていなかったため、当社グループ内でビジネスモデルを構築し、会員企業に提案。
現在、旬なビジネスモデルとして、導入展開している会員企業は成果を挙げている。

・コンサルタントが保有する事例・知見・ノウハウを会員企業に提供
・会員企業が実際に事業展開し、その成功事例を研究会内で共有
・より精度の高いビジネスモデルとして、さらにブラッシュアップ



（５）人財：ヒトが集まる、育つ採用力・育成力

３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

■当社グループのさらなる成長に向けて、積極的な人材採用と育成を行っております。特に新卒社

員の採用から、コンサルタントへの育成は当社の強みでもあります。

■これからの未来を形づくる若いコンサルタントの採用および育成に、今後も注力してまいります。

コンサルタント職の平均年齢と社員採用数の推移各年齢層ごとの分布

1.6%

0.8%

0.6%

10.8%

10.5%

12.1% 60-64歳

55-59歳

50-54歳 32.1歳 32.1歳 32.0歳

32.0 

32.5 
（歳）

＜コンサルタント職平均年齢＞
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※全国の数値は、2015年1月1日住民基本台帳年齢階級別人口の20～64歳の
総人口を100％として割合を算出している

26.7%
27.9%

18.4%

9.5%

8.1%

6.5%

1.6%

8.6%

9.5%

10.6%

12.1%

13.7%

12.0%

10.8%

新卒
採用人数 ４３名 ４５名 ５５名 ７１名 ６８名 １１７名

（予定）

50-54歳

45-49歳

40-44歳

35-39歳

30-34歳

25-29歳

20-24歳

（全国） （当社グループコンサルタント職）

32.1歳 32.1歳 32.0歳

31.4歳

30.9歳
30.0 

30.5 

31.0 

31.5 

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

キャリア
採用人数 １８名 １６名 １２名 １８名 ２９名 ３５名

（予定）

＜コンサルタント職採用数＞

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年



（６）船井総研グループ 今後の事業領域について

３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

■今後も当社グループは、クライアントからの多種・多様なニーズに対し親身に応えるために、経営コ
ンサルティング事業をコアとしながら、コンサルティング周辺事業への事業領域を拡充し、より高品
質の経営コンサルティングサービスの提供を行ってまいります。

【ビジョン・
戦略

策定支援】
IT

物流・
共同購買

税理士・
公認会計士

弁護士

船井総研グループの
将来イメージ

業務提携やＭ＆Ａを通じて「企業成長・企業再生の実行支援」の体制を構築し、中小・中堅

企業に対する企業経営に関する「総合コンサルティンググループ」を目指してまいります。

明日の

グレートカンパニーを創る

グレートカンパニー創り

＆

持続的成長支援

【成長実行支援】

●マーケティング＆リサーチ

●経営企画・営業戦略

●ビジネスモデル開発

●業務オペレーション 等

【人材開発支援】

●業界別採用

●階層別研修

●労務・人事

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

【再生実行支援】

●マネジメント

●財務・税務・労務・法務

●事業承継・Ｍ＆Ａ

●ＩＰＯ 等

共同購買

コンタクト
センター

シェアードサービス

社会保険
労務士

司法書士

WEBマー
ケティング

・・・ ・・・
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（７）株主還元方針について

■当社は、財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様への適切な利益還元を行うべ
く、今後も業績を考慮しながら、「配当による還元」と「自己株式取得による還元」の双方を軸に実
施していきたいと考えております。

総還元性向
について

56.4% 55.2%
51.1%

52.7%
60.0%

70.0%

1,200

1,400 配当総額 総還元性向

単位：百万円

当社は、今後も配当総額を持続的に上げ続けていきたいと考えており

総還元性向として５０％前後を目安としてまいります。

３．船井総研グループ中期経営計画（進捗報告）

自己株式の取得

51.2％
（※１）

264

675 731 817 904
1,015

41.2%

51.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0

200

400

600

800

1,000

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年（予想）（参考）
１株あたり
配当金
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20円

（24円）

51.2％

（※１）2013年実績における投資有価証券売却益及び法人税等の圧縮効果による影響額（約390百万円）を除いた場合の参考数値

（※２）2011年～2015年は、1.2分割を割り戻した配当金 （ ）内に実際の配当金を記載

21.6円

（26円）

24.1円

（29円）

26.6円

（32円）

30円

（36円）

36円（※２）



（参考）
船井総合研究所
のビジネスモデル



（１）船井総合研究所が目指す「顧客ストック型」ビジネスについて

■船井総合研究所のビジネスモデルは、業種・業界別のマーケットを対象に展開していく「顧客ストッ

ク型」ビジネスを志向し、その取り組みを続けております。
■その取り組みとして、「顧客がふえる」、「顧客がよめる」、「顧客がつづく」をキーワードに、今後もビ

ジネスモデルの磨き込みに注力してまいります。

・経営セミナーの開催
（年間866件の実績）

・市場や顧客ニーズの把握・コ

顧客が「ふえる」仕組み顧客が「ふえる」仕組み 顧客が「よめる」仕組み顧客が「よめる」仕組み 顧客が「つづく」仕組み顧客が「つづく」仕組み

ﾚｼﾞｬｰ・
ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ

Ｗｅｂ通販

（参考）船井総合研究所のビジネスモデル

（年間866件の実績）
・コンテンツサービスの
提供（Ｗｅｂ会員）

・市場や顧客ニーズの把握・コ
ンサルティングシーズの具現
化

・新たなコンサルティング領域
（業種・テーマ）の拡充、収益
体制づくり

・業種別成功事例の収集およ
びビジネスモデルの開発

↓

「ズバリソリューション」

・顧客の深耕化
・経営研究会の主宰
（153研究会を主宰）

・顧客の情報管理
（ＣＲＭ）

顧
客
接
点
の
仕
組
み

フ
ァ
ン
客
づ
く
り

商品開発 マーケティング 受注・サービス提供

住宅・
不動産

士業

医療・介護

外食・フード

自動車
関連

・・・

・業種別・月次支援型
コンサルティングサー
ビス

・コンサルティング契約
継続率を重要指標と
して位置づけ
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※数値は2015年度実績



（参考）船井総合研究所のビジネスモデル

（２）船井総合研究所のビジネスモデル

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

安
定
継
続
的

■当社は数多くのセミナーの開催や業種・テーマ別の経営研究会の主宰、さらにはその裾野として、

各種コンテンツサービスによる経営情報の提供の仕組みを構築しており、顧客との接点を密にとっ
ております。

■結果、コンサルティングサービスにおいてお客様との安定継続的な契約関係の維持につながって

おります。

グループ形式の経営勉強会やモデル企業・
店舗の視察ツアーを主宰。
・主宰研究会数・・・153研究会
・研究会会員数・・・5,181名

※数値は2015年12月末実績
（2014年12月末：148研究会・4,213名）

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

安
定
継
続
的
な
契
約
関
係
の
維
持

ＷＥＢ情報サービスやＣＤ・ＤＶＤ商品などを提
供。
・会員企業（個人含む）・・・79,674名

※数値は2015年12月末実績
（2014年12月末：63,367名）

（2014年12月末：148研究会・4,213名）

中小企業の経営者を対象とした
当社経営ノウハウの提供の場。
・年間開催セミナー数・・・866件
・年間セミナー参加者数・・・22,868名

※数値は2015年度実績
（2014年度実績：863件・21,476名）

年間コンサルティング契約社数

4,893社 ※2015年度実績

（2014年度実績：4,262社）
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人・企業・社会の未来を創る

私たちは、船井総研グループに関わる人・企業、そして
社会に対して、より良い未来を提案し、その実現を全力
で支援していきます。

私たちの約束

で支援していきます。

私たちの目指すもの

仕事を通じて、人と企業を幸せにする
常に社会に必要とされるグループ経営を目指す

私たちの目指すグループ経営とは、関係する人・企業を
幸せにすることだと考えております。幸せを願う人や
企業にとって必要なグループになることが、結果、常に
社会に必要とされる存在になると考えております。



【本資料に関する注意事項】

本資料に掲載されております計画や見通し、戦略等は、現時点において入手可能
な情報や合理的判断を根拠とする一定の前提条件に基づいた当社の判断による
予測です。

従いまして実際の業績等は、今後の様々な要因により、これらの見通しとは大きく
変動する場合があります。

本資料の掲載内容については細心の注意を払っておりますが、掲載された情報
の誤りによって生じた損害などに関し、当社は一切責任を負うものではありません
ので、ご了承ください。

本資料は投資誘導を目的としたものではありません。投資に関する決定は、利用
者ご自身の判断において行われるようお願い致します。

株式会社 船井総研ホールディングス
コーポレートコミュニケーション室 齊藤 英二郎
TEL: 03-6212-2923      FAX: 03-3216-0086
Mail: ir@funaisoken.co.jp   URL: http://hd.funaisoken.co.jp

ＩＲに関するお問い合わせ先
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